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２１世紀の日本のかたち（１２１）  
 
２０２０年夏  

－戦争と平和、災害、コロナ禍  

 

 

戸沼幸市  

＜ (一財)日本開発構想研究所 代表理事＞
 

 

１．戦争と平和 

今年は、1945年８月に広島、長崎に米軍に

よって世界史上初となる原子爆弾が投下され

てから75年になります。広島市では８月６日

に平和公園で原爆死没者慰霊の式典が行われ

ましたが、新型コロナのため参列者の規模は

例年５万人の市民・遺族の出席に比べて1,000

人弱と縮小されて行われました。長崎市では

８月９日に松山の平和公園で、これも大きく

規模を縮小して原爆死没者の慰霊の式典が行

われました。 

75年前の８月、広島、長崎の上空、地上500m

で爆発し、市民に筆舌に尽くすことのできな

い惨禍をもたらした原子爆弾、人類への挑戦

ともいえる原爆投下の非人道性を改めて思い

起こさせます。現在、地球上の多数の国には、

核兵器、原子爆弾が13,000発（米ソが９割保

有）あるというのです。 

広島、長崎の式典には安倍晋三首相が出席

し、「非核三原則を堅持しつつ、立場の異な

る国々の橋渡しに努め、各国の対話や行動を

粘り強く促す」と述べておりました。式典で

は、広島、長崎の両市長によるあれから４分

の３世紀を経た現状、現実を直視した平和宣

言が読み上げられました。 

 

広島、原爆の日 広島市長平和宣言（抜粋） 

1945 年８月６日、広島は一発の原子爆弾によ

り破壊され尽くされ、「75年間は草木も生えぬ」

と言われました。しかし広島は今、復興を遂げて

世界中から多くの人々が訪れる平和を象徴する

都市になっています。 

昨年11月、被爆地を訪れ、「思い出し、とも

に歩み、守る。この三つは倫理的命令です。」と

発信されたローマ教皇の力強いメッセージ。そし

て、国連難民高等弁務官として、難民対策に情熱

を注がれた緒方貞子氏の「大切なのは苦しむ人々

の命を救うこと。自分の国だけの平和はありえな

い。世界はつながっているのだから。」という実

体験からの言葉。これらの言葉は、人類の脅威に

対しては、悲惨な過去を繰り返さないように「連

帯」して立ち向かうべきであることを示唆してい

ます。 

世界の指導者は、今こそ、この枠組み（核兵器

不拡散条約、核兵器禁止条約）を有効に機能させ

るための決意を固めるべきではないでしょうか。 

日本政府には、核保有国と非核保有国の橋渡し

役をしっかりと果たすためにも、核兵器禁止条約

への署名・批准を求める被爆者の思いを誠実に受

け止めて同条約の締約国になり、唯一の戦争被爆

国として、世界中の人々が被爆地ヒロシマの心に

共感し「連帯」するよう訴えていただきたい。 

本日、被爆75周年の平和記念式典に当たり、

原爆犠牲者の御霊に心から哀悼の誠を捧げると

ともに、核兵器廃絶とその先にある世界恒久平和
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の実現に向け、被爆地長崎、そして思いを同じく

する世界の人々と共に力を尽くすことを誓いま

す。 

広島市長 松井一實 

写真1 広島原爆死没者慰霊碑の前で 

手を合わせる人  々

 

資料：朝日新聞 2020.8.6 

長崎、原爆の日 長崎市長平和宣言（抜粋） 

私たちのまちに原子爆弾が襲いかかったあの

日から、ちょうど75年。４分の３世紀がたった

今も、私たちは「核兵器のある世界」に暮らして

います。 

新型コロナウイルス感染症が自分の周囲で広

がり始めるまで、私たちがその怖さに気づかなか

ったように、もし核兵器が使われてしまうまで、

人類がその脅威に気づかなかったとしたら、取り

返しのつかないことになってしまいます。 

ここ数年、中距離核戦力（INF）全廃条約を破

棄してしまうなど、核保有国の間に核軍縮のため

の約束を反故にする動きが強まっています。それ

だけでなく、新しい高性能の核兵器や、使いやす

い小型核兵器の開発と配備も進められています。

その結果、核兵器が使用される脅威が現実のもの

となっているのです。 

“残り100秒”。地球滅亡までの時間を示す「終

末時計」が今年、これまでで最短の時間を指して

いることが、こうした危機を象徴しています。 

被爆から75年、国連創設から75年という節目

を迎えた今こそ、核兵器廃絶は、人類が自らに課

した約束“国連総会決議第一号”であることを、

私たちは思い出すべきです。 

今年、新型コロナウイルスに挑み続ける医療関

係者に、多くの人が拍手を送りました。被爆から

75 年がたつ今日まで、体と心の痛みに耐えなが

ら、つらい体験を語り、世界の人たちのために警

告を発し続けてきた被爆者に、同じように、心か

らの敬意と感謝を込めて拍手を送りましょう。 

日本政府と国会議員に訴えます。核兵器の怖さ

を体験した国として、一日も早く核兵器禁止条約

の署名・批准を実現するとともに、北東アジア非

核兵器地帯の構築を検討してください。「戦争を

しない」という決意を込めた日本国憲法の平和の

理念を永久に堅持してください。 

新型コロナウイルスのために、心ならずも今日

この式典に参列できなかった皆様とともに、原子

爆弾で亡くなられた方々に心から追悼の意を捧

げ、長崎は、広島、沖縄、そして戦争で多くの命

を失った体験を持つまちや平和を求めるすべて

の人々と連帯して、核兵器廃絶と恒久平和の実現

に力を尽くし続けることを、ここに宣言します。 

長崎市長 田上富久 

写真２ 長崎原爆犠牲者慰霊平和祈念式典で

「千羽鶴」を合唱する純心女子高の生徒たち 

 
資料：朝日新聞 2020.8.10 

終戦記念日 ８月15 日 

日本の太平洋戦争終（敗）戦の日、1945年

８月15日から今年は75年目、４分の３世紀
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になります。この日の日本中は40℃近くの猛

暑でした。改めてあの過酷な戦争が想い出さ

れます。この日、例年のように政府主催の全

国戦没者追悼式典が、東京、千代田区の日本

武道館で行われました。天皇、皇后、安倍首

相、三権の長、遺族代表が出席の下、コロナ

禍の最中、参列者は例年の１割（20府県の参

列者ゼロ）、540 人ほどとか、式典会場の武

道館は、参列者はまばらで大きな隙間が目立

ちました。 

写真３ 全国戦没者追悼式典：新型コロナの感

染拡大防止のため、間隔を空ける参列者ら 

 
資料：厚生労働省ホームページ「全国戦没者追悼式」 

この式典を筆者は自宅のテレビで見ており、

正午から１分間の黙祷には手を合わせました。

私の住む住宅団地の木々の蝉が例年のように

響くように鳴いておりました。 

式典の冒頭、安倍首相からの式辞がありま

した。 

 

安倍晋三首相式辞 

あの苛烈を極めた先の大戦では、300万余の同

胞の命が失われました。−−−戦争の惨禍を、二度

と繰り返さない。この決然たる誓いをこれからも

貫いてまいります。我が国は、積極的平和主義の

旗の下、国際社会と手を携えながら、世界が直面

している様々な課題の解決に、これまで以上に役

割を果たす決意です。現下の新型コロナウイルス

感染症を乗り越え、今を生きる世代、明日を生き

る世代のために、この国の未来を切り拓いてまい

ります。 

つづいて、天皇陛下は昨年（令和元年）と

ほぼ同文のおことばでしたが、今年はコロナ

禍について述べておられました。 

 

天皇陛下のお言葉 

本日、「戦没者を追悼し平和を祈念する日」に

当たり、全国戦没者追悼式に臨み、さきの大戦に

おいて、かけがえのない命を失った数多くの人々

とその遺族を思い、深い悲しみを新たにいたしま

す。 

終戦以来75年、人々のたゆみない努力により、

今日の我が国の平和と繁栄が築き上げられまし

たが、多くの苦難に満ちた国民の歩みを思うと

き、誠に感慨深いものがあります。 

私たちは今、新型コロナウイルス感染症の感染

拡大により、新たな苦難に直面していますが、私

たち皆が手を共に携えて、この困難な状況を乗り

越え、今後とも、人々の幸せと平和を希求し続け

ていくことを心から願います。 

ここに、戦後の長きにわたる平和な歳月に思い

を致しつつ、過去を顧み、深い反省の上に立って、

再び戦争の惨禍が繰り返されぬことを切に願い、

戦陣に散り戦禍に倒れた人々に対し、全国民と共

に、心から追悼の意を表し、世界の平和と我が国

の一層の発展を祈ります。 

写真４ 全国戦没者追悼式で「おことば」を述

べた後、標柱に一礼する天皇陛下、皇后さま 

 

資料：朝日新聞 2020.8.16 
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今年の終戦の日について、筆者の印象はコ

ロナ禍の中であることもあってか、75年経っ

て、戦争の記憶が薄らいで行くということで

した。天皇陛下のお言葉も、先の天皇、上皇

のご自身の体験と重なる祈りの姿と違って、

やや理念的に感じられたことでした。このこ

とは、戦後75年経って戦争体験者が高齢とな

り、大多数の国民が先の戦争の実体験、記憶

のない世代となっていることであり、逆に不

条理な体験を持つ戦争世代として、戦争の非、

平和の大切さを形として伝えることの必要、

責務を思います。 

今度のコロナ禍で中断している国立追悼施

設、令和の森・平和公園の計画を、私どもと

して一歩進めたいという思いにかられます。

（「21世紀の日本のかたち117」参照） 

 

２．豪雨災害 

恒例となった夏の猛暑（浜松41.1℃の日も

あり）の中、日本列島に豪雨が襲い、各地に

大きな被害をもたらしました。 

７月４日未明、九州全域に豪雨が襲い、中

でも、熊本県の球磨川の氾濫は、この流域の

人吉市市街地などが浸水し、多数の死者を出

すなど、大きな被害を与えて去りました。 

本州では、7月７日、山形県最上川、7月8

日、岐阜県飛騨川も豪雨のため氾濫しました。 

7 月 4 日の豪雨から１か月後の 8 月 4 日ま

での被害は、死者82人、浸水などによる住宅

被害 17,551 棟、農作物、農業施設被害 1,167

億円。 

熊本県南部を中心とした豪雨被害から１か

月、なお避難所に 1,400 人と報告されており

ます。コロナ禍は復旧作業にも影響を与えて

おります。 

写真５ 大規模に冠水した 
熊本県人吉市の市街地 

 

資料：朝日新聞 2020.7.5 

 

日本列島を襲う豪雨は、ここ数年続いてお

り、２年前の西日本豪雨（岡山、広島、愛媛

の各県）、３年前の九州北部豪雨（福岡、大

分の両県）につづいて、今年も大きな豪雨災

害がありました。 

今年はまた９月に入って、６、７日と、台

風10号が九州を強襲し、死者２人、安否不明

４人、重軽傷 82 人（9.8）。そして、九州、

中国、四国では20万人が避難する事態でした。 

「地球温暖化が進めば水蒸気の量が増え、

豪雨が発生する」という事態が続いています。 
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日本の居住空間は河川流域に築かれている

ものであり、改めて国土強靭化計画などにお

いて、豪雨災害を最小化する方策が求められ

ます。 

 

３．コロナ禍、コロナ・パンデミックに対応

できる国づくり、まちづくり 

３－１ 新型コロナウイルス感染の第２波 

日本において、今年初めに始まった新型コ

ロナウイルス感染の高まりが、４月、５月の

緊急事態宣言も解かれ、６月、感染の勢いが

やや治まったかに思われました。しかしコロ

ナ禍は、７月、８月と第１波を超えるほどの

勢いとなり、９月初め、感染者は７万人を超

え、死者1,300人超の数字を示しています。 

表１ 国内の新型コロナ感染者 

（2020.9.4時点） 

 

感染地域は全国に及んでいますが、特に、

東京、大阪の大都市圏に多く、そして島空間

の沖縄県に感染者が多いと報告されています。 

世界における新型コロナウイルスの感染拡

大の勢いは治ったとはいえる状況ではなく、

９月初めの感染者数は 2,600 万人以上、死者

は80万人を超えております。感染者は、アメ

リカ、ブラジル、インドが桁違いに多いので

すが、アフリカが100万人超であり、アフリ

カの今後の感染者は 500 万～1,400 万人に達

するという専門家の見方もあります。コロナ

禍により世界が４億人分の仕事が失われてい

るといわれております。 

表２ 世界の新型コロナ感染者・死者数 

（2020.9.5時点） 

 

日本においても数か月に及ぶ新型コロナウ

イルス感染拡大は、経済の大きな落ち込みを

もたらし、特に人々の動くことによって成り

立っている、交通、観光、外食分野において

深刻であり、かつ雇用面では非正規労働者や

女性にしわ寄せがきていると報じられていま 
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す。GDPは戦後最悪の下落、コロナ禍により、

消費、輸出急減、４月〜６月は年率27.8%減。 

図２ ４～６月期の実質成長率は 

戦後最悪の落ち込みに 

 

資料：朝日新聞 2020.8.18 

Go To トラベル事業 

７月22日、政府はコロナ感染拡大の中、観

光業支援策として国内の宿泊、日帰り旅行代

金の半額相当を支援するなどという「Go To

トラベル事業」を、東京を除外してスタート

しました。このアイデアによってお盆を含め、

７月27日～８月20日まで、宿泊利用者延べ

420万人と限定的であったとのことです。 

 

テレワークの活用 

今期のコロナ禍の中、働き方にかなり大き

な変化がありました。東京などでは早朝、混

んだ電車に乗って職場に行かずに、自宅に居

ながら勤め先とインターネットなどを活用し

て仕事をするというワークスタイルがかなり

広がったように思われます。筆者が代表を務

める日本開発構想研究所でも、所員の日常の

勤務や会議なども試行錯誤ながらテレワーク

を取り入れております。テレワークの普及は、

働き方改革を後押しするとともに、今後の日

本社会の働き方に革命的な変化をもたらすと

いう予測もあります。 

 

新型コロナ禍新薬（ワクチン）への期待 

現在、日本国内外で新型コロナワクチンの

開発など、医学分野から新型コロナ感染予防、

治療についての研究が急ピッチで進んでいる

と報じられています。ワクチンについては基

礎研究、非臨床試験、臨床試験、そして生産

体制整備を経て、人々への接種開始という手

順とか。来年、それも可能な限り早い時期に

接種可能という報告もあります。 

日本においても世界においても、医療関係

者、従事者の献身的治療、取り組みによって

ゆうやく新型コロナ禍に対峙していることに、

深い敬意と共に改めて思い至ります。 

 

３－２ コロナ・パンデミックに対応できる

国づくり・まちづくり 

筆者が代表を務める日本開発構想研究所で

は、６月に発行した「2020年夏号」において、

日本や世界の新型コロナ感染の現状、歴史を

振り返りながら“コロナ禍に対応すべき国づ

くり、まちづくり”について、識者の寄稿を

得て特集を組みました。以下は国づくり、ま

ちづくりについての諸氏の提言です。 

 

大西隆 氏 新型コロナ感染と都市 テレコミュ

ニケーションが都市を変える 

「今回の新型コロナ対策が、情報通信を活

用したテレワークを普及させると共に、オフ

ィスのあり方についても見直して、スペース

の縮小や、都心以外の場所への移転などの動

きにつながれば、都市の構造に変化が起きる

可能性がある。」 
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「緊急事態宣言がいったん解除された東京

をはじめとする大都市圏での通勤においては、

解除後に、宣言下における程度の乗車率を維

持するために、主要駅にオフィスを構える事

業者や通勤者の自覚的な協力が必要となる。」 

 

石川幹子 氏 近現代都市計画のイノヴェーシ

ョン：都市の肺−感染症への挑戦とグリーンイ

ンフラの創造− ポスト・コロナの新しい生活様

式 GI（グリーンインフラストラクチャー） 

「グリーンインフラとは自然環境を活かし、

地域固有の歴史、文化、生物多様性を踏まえ、

地球環境の持続的維持と、安全、安心な暮ら

し、人々の命の尊厳を守るために、戦略的計

画に基づき構築される社会的共通資本であ

る。」 

「『ポスト・コロナ』の今こそ、優れた『GI

戦略計画』に関して叡智を結集して創り出し、

次世代へと継承していくことのできる資産を

生み出していくことが重要であると考える。」 

 

川上征雄 氏 感染症の流行と時代の転換 

「人と人との直接対面を忌避する傾向は、

インターネットを活用したバーチャルな面会

が推奨され、常態化するであろうが、このこ

とも東京に集中する意味を減少させることに

なる。東京一極集中という空間秩序がどう是

正されるのかは国土政策の課題である。」 

「これからの復興のために重要な行動に、

老齢国家となった我が国がどこまでの復元力

を持つのか不安もあるが、一方でこれを境と

した新様式の時代への転換を進めなければな

らない。諸々の旧弊をただす絶好の機会であ

る。」 

 

大木健一 氏 コロナ・ショックと都市、地域の

未来 

「今、多くの人々にとってZoomで会議し、

リモートワークすることが新しい日常になっ

ている。我々は都市から脱出し、より田園的

な環境に向かうかもしれない。それは逆都市

化であるかもしれない。」 

「中長期的にはオンライン会議の普及によ

って、顧客との対面接触が減少することによ

り、都市に集中していたオフィス需要の一部

が郊外や地方都市に分散すれば、東京都心一

極集中の緩和につながることも期待できるだ

ろう。」 

「新型コロナとグローバリゼーションの関

係については、仮に流行が収束し、国際的な

人とモノの流れが復活したとしても、今後の

グローバリゼーションを前提とした「オープ

ン」モードだけではなく、感染症が再発・流

行した場合に対応できる「クローズド」モー

ドを準備しておくべきかもしれない。」 

 

梅田勝也 氏 パンデミックが問う！『地球はみ

んなの宇宙船』 コロナが問う「国と地方のかた

ち」 

「今回のコロナ禍で地方分権が進むという

議論がある。・・・一極集中の弊が問われて

久しいが、今も一向に改善は見られない。政

府の地方創生政策は、移住・起業支援の補助

金など小手先の対応ばかりが目立つ。」 

「この際、地方分権、都道府県・市町村制、

道州制、大都市制度など、押入れに深くしま

っていた“国と地方のかたち”の棚卸が待っ

たなしだろう。」 

「今回の試練を奇貨にできないと、日本を

地球も救われない」 
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小畑晴治 氏 令和の今、“持続可能な街と暮ら

し”を考える 

「この厄災終息後の社会経済の回復を考え

る際、日本独特の、幅広い生活者目線を含め、

伝わってきた“生活文化・生活習慣の伝承”

の大切さ、すなわち、幾度もの災禍を乗り越

えて蘇り続いてきた“社会生活の持続性”の

意味をしっかり評価し、共有する必要があろ

う。」 

「高齢者や弱者は寄り添い、社会での子育

てを重視する社会生活文化について、今、パ

ンデミック後にどう舵を切るのか、国民に問

われている。」 

 

阿部和彦 氏 世界の感染症の歴史から考える

国のかたち、まちのかたち 

「大都市はウイルスを育み、その生成を支

援する“ゆりかご”であった。」 

「大都市がウイルスのゆりかごであること

から少しでも逃れることができるように、そ

の密度構造を見直し、テレワークやテレビ会

議といった ICT手段を駆使して、コロナ・パ

ンデミックに対応できる国土・大都市圏を形

成していく必要がある。」 

 

※詳細については、一般財団法人日本開発構想

研究所のホームページ（http://www.ued.or.jp/ 

report/UEDreport.html に掲載されている

「2020夏号 （一財）日本開発構想研究所、2020

年6 月発行」）をご覧ください。 

 

人間尺度から考える国づくりまちづくり 

筆者の場合は、今度の新型コロナ・パンデ

ミックに対応する国づくり、まちづくりとし

て、改めて人間尺度から考えてみております。 

新型コロナウイルス感染拡大の予防策は、

人々はマスクをして、人と人との距離を２m

程度離れること、「社会的距離（social 

distancing）」を保つべしというものです。 

WHO（世界保健機関）は、物理的距離とし

て２m程度、CDC（アメリカ疾病予防管理セ

ンター）は、他者から６フィートまたは２m

の距離を保つこととしております。日本でも

今度の新型コロナウイルス感染予防対策とし

て、この「社会的距離」が守られ、広く普及

しております。 

しかし、本来の「社会的距離」とは、「個

人と個人の間、集団と集団の間における、親

密性、親近性の強度を示す」（広辞苑）もの

なのです。 

今回、社会的距離の基準として用いられて

いる寸法は、６フィート、６尺という、人間

の身体尺を基準に定めたものです。 

図３ 人間尺度−人体尺 

 

資料：『人間尺度論』戸沼幸市、彰国社、1978 

本来、人と人との親しさ、近さを表す人間

の身体尺が、人と人とを隔てる寸法となると

は皮肉なことです。互いの一身長内において、

握手をし、肩を抱き合えば、親しい友人や恋
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人、夫婦、親と子、家族たちにおいて、情愛

のある親密な間、空間となるのです。 

家族、近所、近隣、親しい友人たちとの、

この数か月に及ぶ非接触、正常な社会空間の

破壊によって、社会全体に疲労が蓄積されて

きております。 

新型コロナ感染を押さえ込んで、人間が人

間尺度を存分に働かせて、本来のかたち、住

み、働き、遊び、往来することのできる人間

復興の図をできるだけ早く画きたいものです。 

コロナ後の国づくり、まちづくりとして、

「東京一極集中」問題があります。今度の新

型コロナ感染の広がりは、まさに東京が中心

でした。この間、情報通信を活用したテレワ

ークの普及、人と人との直接対面を忌避する

働き方の広がり、人々の居住志向が逆都市化、

地方に向く動きがあります。この動きが、国

づくり、国土計画の年来の課題、「東京一極

集中是正」に向かうことになるのか、この際、

東京の本社機能に合わせて、首都機能分散な

ど、政府、国会として議論し、進めてもらい

たいものです。 

東京直下型地震も 30 年以内に起きる確率

大なことも想起すべしです。 

感染症への挑戦として、石川幹子さんは、

都市の肺、グリーンインフラの創造を提唱さ

れています（UED 2020）。 

今度のコロナ禍で、近所に利用できる公園、

森が有るか無いかは、今度のコロナ禍の中で

も市民生活に大きな影響が見られます。筆者

なども、エコロジカルコリドールでつなぐ「東

京都心の大きな森計画」を提案しているので

すが。 

戦後、日本の国づくり・まちづくりとして、

日本政府は数次にわたる国土計画を策定して

おり、この中で、第３次総合開発計画として、

全土を「定住圏（200～300）」として、新し

い行政単位とすべしという提案がなされまし

た。これに重ねて、田園都市構想も計画され

ておりました。 

東京一極集中の是正、日本の国のかたち、

地方のかたちとして、道州制と合わせて、新

しい定住圏構想を政府、国会として改めて論

じて欲しいものです。 

21世紀の日本は、国のかたちとして、グロ

ーバル化にどう対応するかも大きな課題です。

改めて日本の地政学的位置を見直すと、日本

列島は日本海を挟んで朝鮮半島と対峙し、台

湾に連なる 3,000km の日本弧状列島−主要４

島（北海道、本州、四国、九州）と 6,000 余

の島々からなり、日本は海洋国であり、太平

洋、とりわけ西太平洋の国々と歴史的にも深

いつながりがあります。グローバル時代、海

を介した人的経済的にひとかたまりの有力な

文明圏、居住領域として成長する図を画けな

いものか。欧米とは異なる海を介した21世紀

の地球居住の典型、川勝平太氏の説「豊饒の

半月弧」のイメージが浮かびます。 

図４ 豊饒の半月弧 

 

資料：『文明の海洋史観』川勝平太、中央公論社、1997 
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昨年、中国武漢から発した新型コロナウイ

ルスの感染拡大は全世界に及び、その収束は

いまだ見通しが立たない事態にあります。 

今度のコロナ禍は、21世紀初頭、広がって

いる経済主導のグローバル化－ヒト、モノ、

カネ、情報の流れを、私どもの目の前に一瞬、

静止画像として映し出しました。この画像を

前にして、各国それぞれの地政学的位置、歴

史と文化、国の未来について問い直されてい

る事態です。と同時に、今度の新型コロナ禍

は人類が宇宙に浮かぶ「地球号」に乗って共

通の運命にあること、撃り合って生きている

ことを改めて知らしめることになりました。

国々がいがみ合っている場合ではなく、国際

機関を活用し、自国の対応に合わせて南米や

アフリカなど、コロナ感染拡大地域への応援

が求められております。宇宙船地球号の底力

が試されている事態です。 

写真６ 「かぐや」から地球を見る。 

宇宙船地球号 

 

資料：宇宙航空研究開発機構（JAXA） 

 

４．訃報など 

李登輝 台湾元総統（97 歳）死去 

７月30日、台湾の李登輝氏死去の訃報が流

れました。李さんは総統（1988～2000）とし

て、台湾の独自志向、台湾に民主政治を定着

させました。一方、中台協議の枠組みを築く

など、中国との関係構築を模索しつづけまし

た。李登輝さんは京都帝国大学を卒業し、戦

後、台湾と日本の交流の大きな懸け橋となり

ました。戦前に引きつづいて、戦後も台湾か

ら日本への留学生が多く、筆者の早稲田大学

の元研究室にも幾人もの留学生が来てくれ、

現在も交流が続いております。この間、1986

年、日本台湾都市計画学会の交流を始め、今

も定期的に学会同志、勉強会を続けておりま

す。台湾の友人たちとは親日家の李登輝さん

のことが話題となり、改めて李さんが日台の

大きな懸け橋であったことに思い至ります。 

 

山崎正和さん（86 歳）死去 

京都に居を構え、劇作家、文芸評論、文明

批評を独特な視点で展開されていた山崎正和

さんが、８月19日に死去されました。幅広く

多彩な活躍、評論は、混迷する日本の文明状

況に対して的確な視点を提供してくれました。 

山崎正和さんの論説について、時に新聞な

どで拝見しておりましたが、先日改めて著書

「装飾とデザイン」（中公文庫 2015.11）を

読んで、私の専門分野である建築や都市につ

いて、人間の身体論的視点から触れており、

示唆を受け、共感するところが多々ありまし

た。 

次は最終章最後の文章です 

「考えてみれば、人間の身体の造形は限り

ある命の造形であり、避けがたく始めと盛り

と終わりのある存在の造形である。そして流

行もまた同じように山型の波を打って変化し、

例外なくいつかは死にいたる時間的な現象で

ある。また個人の体が理由なしに生まれて死

ぬように、流行も同じく理由なく始まって終

わる不条理な経過である。さらにすべての生

命の死がそれ自体のなかに再生の芽を含んで
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いるのに似て、流行もまた死に代わり生き代

わりして永遠に続いてゆく。そう考えると現

代の造形が人間の身体に収斂しつつあること

と、それが流行に支配されつつあることのあ

いだには、偶然とはいえない関係があるので

はないかと思われてくる。ひょっとすると21

世紀の人類はまったくそれと知らず、史上初

めての役割を造形に与え、それによって死と

再生の循環を模倣して、生命のリズムを祝う

祭典を繰り広げているのかもしれないのであ

る。」 

山崎さんには、現在私どもに襲いかかって

いる新型コロナ問題についての論説を聞きた

いものと改めて思ったことでした。 

 

安倍首相退陣 

安倍晋三首相は、来年９月の自由民主党総

裁の任期満了を待たずに、体調不良を理由に

退陣することを８月28日に表明しました。 

これを受けて、自自由民主党新総裁選出選

挙が９月14日に実施されることになり、菅義

偉官房長官、岸田文雄政調会長、石破茂元幹

事長が立候補しました。選挙の結果、菅氏が

当選し第26代総裁が誕生しました。事実上の

第 99 代の総理大臣誕生ということになりま

す。 

また、自民党総裁選挙に先立ち、９月 10

日には、立憲民主党と国民民主党との合流新

党に参加する国会議員149名による投票が行

われた結果、枝野幸男氏が代表に選出され、

新しい「立憲民主党」が結成されました。 

2020 年代、2030 年、2050 年に向けて、政

治がどのような日本のかたちを描くのか注目

されます。 

 

（2020.09.15）

 

 

 

 


